
【原子力ワンポイント】 広く利用されている放射線 

(129)社会的受容性（その 5） 

 

今回は、前回の本コラムで予告した通り東京電力の「風評被害に対する行動計画」の内容を探ってみ

ましょう。 

 

ゆりちゃん：本題に入る前に、原子力事故の『発災事業者』である東京電力が、福島の復興に取り組む姿勢を教え

て下さい。 

タクさん：「発災」って？「災害発生」という意味だよね。このような馴染みの薄い言葉、よく知ってたね。ところ

で、東京電力・松本廃炉推進室長が、「多核種除去設備等処理水の取扱いに関する小委員会i（第 7回）で、「風評

被害に対する行動計画」の説明をしています。その冒頭で、「東京電力（以下、「東電」という）では、昨年（2017

年）6月に新しい経営陣にかわりました。しかしながら、賠償・復興・廃炉という福島事業に関して、これを貫徹

するということが最大の使命であることは変わりません。新しい経営陣の下で『ひらく』、『つくる』、『やり遂げ

る』を合言葉にこの福島事業をやり遂げていくという覚悟でございます」と説明されました。表 1 を見て下さい。

プレス発表された「新体制の経営方針」、ここに合言葉が明記されています。 

 

ゆりちゃん：『ひらく』、『つくる』、『やり遂げる』という３つの合言葉は、風評被害の払拭に向けた活動にも当ては

まるの？ 

タクさん：実は東電の小早川社長が、総合情報誌「ザ・ファクタ（FACTA）」2018年 3月号の BUSINESS「インタビュ

ー」で、次のように述べていました。「３つの合言葉は、風評被害の払拭に向けた活動にも当てはまります。事故

後に閉ざされてしまった流通経路を『ひらき』、消費者の方々が福島産品に触れる機会を『つくり』、全社一丸と

なって、こうした取り組みを『やり遂げる』のです。役員会でも『それは閉じていないか？』『もっと開け！』な

どと議論しています。」 

 

ゆりちゃん：話を元に戻しますが、「風評被害に対する行動計画の内容」を具体的に教えて下さい。 

タクさん：松本室長は次のように述べています。「行動計画の策定にあたりましては、生産者の皆様、卸の皆様、消

費者の皆様にお話を伺いながら行動計画を取りまとめております。行動計画は、『購買増強・流通促進』、それか

ら『情報発信』、『共同事業』の 3つで構成しております。」表 2を見て下さい。『購買増強・流通促進』に関して

は、「ふくしまに触れ体験する機会を増やす活動」ということで、東電のグループ企業を含め、福島県産品の購入

拡大に努めていく計画となってます。また、『情報発信』に関しては、「安全性に関する正しい情報を効果的に PR

していこう」ということで、消費者、流通プロセスのキーマンを中心として情報発信すると同時に、「視察」の受

け入れを拡大して、直接、福島第一原子力発電所の状況を見てもらう取組みを進める計画となっています。さら

に、『共同事業』に関しては、「ふくしま」の生産・流通・消費事業への関わり方ということで、「農業・水産業を

中心として発展を目指す方々と協業していくこと、それから付加価値、ブランド化を進めていく計画となってい

ます。加えて、東電は 2018 年 2月 1日付で、福島復興本社内に新しい組織「ふくしま流通促進室」を設置しまし

た。松本室長は、「（表２に示す）行動計画の 3本柱、『購買増強・流通促進』、『情報発信』、『共同事業』を『ふく

しま流通促進室』が中心となって進めていきたい。特に、一方通行ではなくて、関係者の皆様と意見を交換しな

がら対応しつつ、具体的な内容に温めていきたいと思っています」と述べていました。 

 

                                                      
i 多核種除去設備等処理水の取扱いについて、風評被害など社会的な観点等も含めて総合的な検討を行う為に国が 2016年 9月

に立ち上げた委員会。 



ゆりちゃん：これまでにどのような成果が上がっているの？ 

タクさん：新聞を検索してみましたら次のような関連記事が見つかりました。 

①『2018年 9月 7日には東電が発起人となり、100社超が加盟する福島応援企業ネットワークで初の会合が開

かれた。福島県産品や観光への風評被害を払拭する活動を手掛ける企業が活動・取り組みを発表した。日本

航空は、海外の旅行関係者を福島県内に呼ぶ取り組みなどを紹介した。キャノンの担当者は社内の情報サイ

トで福島に対する取り組みを積極的に発信している。参加企業は当初、原子力関連企業が中心だったが、JR

東海や KDDI にも広がり、現在の会員は 123社まで増えた。』ii 

②『東京電力ホールディングスは 2018 年 9月 14 日、都内の JR品川駅構内で福島県産品の販売会を開いた。イ

ベントを通じて県産品の信頼回復を支援する姿をアピールした。』iii 

③『東電はふくしま流通促進室を設置し、福島県産食材の魅力を知ってもらおうと様々な取り組みを進めてい

る。2018年 4月 19 日には羽田空港で、日本を出国する海外の観光客らを対象とした福島県産の日本酒の飲

食・販売イベントも開かれた。流通促進室は今後も、都内の大手百貨店やスーパーマーケット、飲食店など

と連携した取り組みを進めていく。』iv 

このように、風評被害に対する行動計画の成果が少しずつですが現れてきています。次回は、国民を対象にし

た多核種除去設備等処理水の取扱いに係る説明・公聴会の様子を探ってみましょう。 

（原産協会・人材育成部） 

 

 

 

                                                      

ii日経新聞電子版（2018年 9月 7日） 

iii 日経新聞電子版（2018年 9月 14日） 

iv 電気新聞（2018年 4月 26日） 



 


